
理 事 長 新田　恭士

１ 工事の概要及び発注担当部（所）

(１) 工事名

(２) 工事箇所

(３) 工事内容

(４) 工事期間

(５) 発注担当部（所）

　　　　　　※公社では、多様な働き方を推進しています。詳細については、
　　　　　　　現場説明書「多様な働き方」をご覧ください。

一 般 競 争 入 札 公 告

  下記のとおり一般競争入札をおこないますので、長野県住宅供給公社の契約に関する要綱第５条の規定によ
り公告します。

令 和 8 年 7 月 23 日

記

電話 026-227-4322

長野県住宅供給公社 事業部 建築課

長野県上高井郡高山村大字中山字大石1397番地1

令和9年3月31日

長 野 県 住 宅 供 給 公 社

1．木造２階建て長屋住宅の新築工事を行う。

2．上記に付帯する工事を行う。

令和8年度 高山村村営住宅整備事業
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２ 一般競争に参加する者に必要な資格に関する事項

(１) 参加資格要件

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

３ 競争参加資格等の確認手続き 、

(１)

(２) 申請書等の提出は次のとおりとする。

ア 申請書等

1. 一般競争参加資格等確認申請書（様式１）

※ 2. 施工実績（令和6年度、7年度）（様式２）

※ 3. 配置予定技術者の資格・経験（様式３）

※ 4. 建設工事入札参加資格の通知等の写し

※ 5. 経営事項審査の結果通知書の写し

本競争入札の参加希望者は、(３)に掲げる期間に一般競争参加資格確認申請書及び資料（以下「申
請書等という。）を期限までに提出し、公社の一般競争参加資格等の確認を受けなければならな
い。

次に掲げる要件を満たしている者で、長野県住宅供給公社（以下「公社」という。）の資格の確認を受
けられる者であること。

建築一式工事

なし

※2 業種

営業所の所在地に関
する要件

長野地域（長野地域振興局管内）に本店、支店又は営業所を有している
こと。

高山村に本店、支店又は営業所を有し、かつ高山村において指名及び請
負実績のあるCランク以下の建築事業者（６者のうちいずれか１者）
と、長野地域に本店、支店又は営業所を有するAランクの建築事業者と
の特定建設工事共同企業体を結成した建築事業者の参加を認める。

同種工事の実績又は
専門性の有無に関す
る要件

※1 特定建設工事共同企業体の場合は、代表者が特定建設業許可を有すること。

出資比率は構成員が自主的に定めるものとし、代表構成員は構成員のう
ち最大の出資比率の者とする。また、構成員の最小出資比率は30％以上
とする。

元請又は下請、共同企業体の実績として記載した工事の契約書、（共同企業体の場合は
協定書の写しも含む）又は既に契約書を処分したものについては、実績を有することを
証するその他の書類の写しを添付すること。

申請時から入札日までの間に資格総合点数が更新された場合は、入札日時点の資格総合
点数を基準として確認を行うため、資格確認結果通知後であっても入札参加資格を取り
消す場合がある。

当該入札に係る契約予定日の１年７ヶ月前の日の直後の営業年度終了の日の「経営記簿
等評価結果通知書」又は「総合評定値通知書」の写しを添付すること。

964点以上

※1 建設業区分要件

⑪

※3 資格総合点数

地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。

経営事項審査を受けている者であること。

特定建設業許可を有する者

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条に基づく営業停止の処分を受けていない者で
あること。

高山村建設工事入札参加資格を有する者であること。

長野県が定めた「長野県建設工事等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領 」に基づく
参加停止の措置を受けていないこと。

※2 全構成員が当該業種の建設業許可を有すること。

※3 長野県の令和7・8・9年度建設工事における資格総合点数別発注標準表の資格総合点数を示す。

その他

2 / 11



6. 特定建設工事共同企業体協定書（甲）の写し

当該入札申請前に締結した協定書の写しを添付すること。

参考様式URL:https://www.city.nagano.nagano.jp/n061000/contents/p003846.html

7. 郵便封筒（確認結果通知返送用）

あて先を記入し、返送用切手を貼付すること。

※

イ 申請書等は持参又は郵送により受付ける。

ウ 提出部数は、正本１部とする。

(３)

ア 受付日時は、土曜日、日曜日、祝日を除く次の期間とする。

受付期間 から まで

受付時間 午前9時から午後4時まで

イ 受付場所は次による発注担当部（所）とする。

窓口受付 長野県住宅供給公社 事業部 建築課　電話 026-227-4322

長野県住宅供給公社 松本事務所　　 電話 0263-47-0240

郵送受付（受付期間内必着）

(４) その他

ア 申請書等の作成及び提出にかかる費用は、申請者の負担とする。

イ

ウ 提出された申請書等は返却しないものとする。

エ 申請に関する問合せ先は、発注担当部（所）とする。

４ 確認結果の通知

(１) 確認結果は、令和8年8月12日付け郵送で申請者に通知する。

(２) 都合により、(１)の通知予定日を変更する場合は、その旨を申請者に連絡する。

５ 一般競争入札参加資格等がないと認められた者に対する理由の説明

(１)

(２) (１)の説明を求める場合には、書面により次のとおり受付けるものとする。

ア 本書面は、４(１)の確認結果通知日の翌日から７日以内に提出するものとする。

イ 受付場所は、発注担当部（所）とする。

ウ 書面は持参又は郵送によるものとする。

(３)

申請書等の受付は、次のとおりとする。

令和8年8月7日令和8年8月5日

380-0836
長野市大字南長野南県町 1003-1
長野県住宅供給公社　事業部　建築課

一般競争入札参加資格等がないと認められた者は、公社に対してその理由の説明を求めることがで
きる。

発注担当部（所）は説明を求められた者に対し、入札日の前日までに書面により回答するものとす
る。

特定建設工事共同企業体での申請の場合は、代表者及び構成員いずれも3(2)ア2、3、4、
5の書類を提出すること。

なお、申請書等の記載内容についてのヒヤリングは行わない。

提出された申請書等は、申請者に無断で一般競争入札参加資格等の確認以外の目的に使用しな
い。
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６ 入札及び開札執行の日時及び場所

(１) 入札及び開札の日時及び場所は次のとおりとする。

ア 入札日時

イ 入札場所 上高井郡高山村大字高井4972

高山村役場　2F　第5会議室

(２) 開札は入札終了後、入札会場で行う。

(３) 留意事項

ア

イ

ウ

(ア)

(イ)

エ

オ

７ 設計図書等

(１)

(２)

ア 本書面は４の(１)の確認結果通知日の翌日から７日以内に提出することとする。

イ 受付場所は、発注担当部（所）とする。

ウ 書面は持参又は郵送によるものとする。

(３) (２)の質問に対する回答は、入札参加資格者全員に回答するものとする。

８ 入札の執行

(１) 入札は、本人又は代理人が出席して行うものとする。

(２)

(３) この公告に示す入札日時に遅刻した者は、入札に参加できない。

(４)

(５) 一度提出した入札書を書き換え、引き換え又は撤回することはできない。

(６)

(７)

設計図書等に対する質問がある場合には、質問書（様式４）により次のとおり受付けるものとす
る。

10時00分

入札回数は、２回を限度とする。なお、第２回の入札で落札者がいない場合は、第２回の入札にお
ける最低入札金額の者と随意契約とするものとし、この場合の見積回数は２回を限度とする。

入札日において、本公告に示した入札に参加するものに必要な資格を満たしている者以外の者の入
札は認めない。

設計書（金抜き）・設計図面・各種計算書、共通仕様書・特記仕様書、現場説明書・条件明示書等
（以下「設計図書等」という。）は本公告に併せて受付終了日まで掲示する。

令和8年8月31日

入札に関する権限を代理人に委任しようとするときは、入札に際して委任状を提出すること。

落札とすべき同額の入札をした者が２人以上いるときは、直ちに当該入札参加者にくじを引かせ、
落札者を決定する。この場合、当該入札者はくじを辞退することはできない。

落札価格の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算
した金額（単価をもって入札する場合を除き当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を
切り捨てた金額）で落札決定とするので、課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、契約
希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。
なお、「契約希望金額」とは、消費税額等又は仕入れに係る消費税額等相当額を含む金額をいう。

その他：書面の様式やヒアリング日時等については別途連絡する。書面の提出を行わな
い場合や、ヒアリングに応じない場合など、理由を回答しない場合には、入札に関する
条件に違反したとして無効とする場合がある。

本工事は長野県の令和８年（2026年）6月25日付 ８建住第227号「中東情勢の変化による建設
資材の流通状況を踏まえた設計変更要領（建築工事）」の対象工事とする。

https://www.pref.nagano.lg.jp/kenchiku/infra/kensetsu/kenchikugijutsu/tyuutou.html

本工事は労務費ダンピング調査の対象工事とする。工事費内訳書に記載した直接工事費が一定
水準を下回った場合、開札後速やかにその理由の確認を行う。

理由の確認方法：書面又は対面によるヒアリング

工事費内訳書（表紙（代表者印を押印したもの）及び本工事費内訳書、工事明細表に単価、金
額を記載）１部を入札時に提出すること。なお、工事費内訳書には、令和７年12月12日付けの
「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」の改正に基づき、材料費、労務費、
法定福利費の事業主負担額、安全衛生経費及び建設業退職金共済契約に係る掛金を記載するも
のとする。

一般競争入札参加資格等があることが確認された旨の通知書（４で通知した書面）の写しを、
入札時に持参すること。
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(８)

９ 低入札価格調査制度の適用

10 落札決定方法

11 入札保証金

入札保証金を必要とする。

（1）

（2）

（3）

2

3

4

5

（1）

（2）

6

12 契約書（案）及び入札心得並びに各要領の閲覧

入札保証金の全部又は一部の納付を免除された落札者が契約を締結しないときは、納付させないこ
ととした金額（落札決定額の100分の５（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を
切上げた額））に相当する金額を徴収する。

入札保証金には、利子を付さないものとする。

前２号に掲げるもののほか、前号に準ずるものであって、その者が契約を締結しないこととな
るおそれがないと公社が認めたとき。

予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、公社が、予定価格
の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者の当該入札価格によってはその者により当該工事の履行
がされないおそれがあると認めるき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれ
があって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格以
下をもって入札をした他の者のうち、最低の価格をもって入札した者を落札者とするものとする。

本入札においては、一般競争入札に係る低入札価格調査制度事務処理要領による調査基準価格等を設定
している。

入札参加者は、入札執行前に見積もった総額（消費税及び地方消費税を含む金額）の100分の5（当該金
額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り上げた金額）の入札保証金を納付しなければならな
い。

開札を行い、落札者とならなかったとき又は返還する事由が生じたときは、入札保証金等を還付す
る。ただし、落札者が納付した入札保証金等は、契約の締結後に還付し、又は契約保証金の納付に
振り替えることができるものとする。

入札保証金に代わる担保を提供する場合は、当該証券、手形、小切手又は保証書を提出するこ
と。なお、記名証券であるときは、売却承諾書及び委任状を添付すること。また、手形に金融
機関の保証が必要であるときは、当該保証書を添付すること。

（低入札価格調査対象者となった場合、あらかじめ辞退する意向のある者は、調査事前辞退届（同要領
様式７）を入札時に提出すること。）

現金による納付する場合は、公社が発行する納付書により長野県の指定金融機関、指定代理金
融機関、又は収納代理金融機関で納付し、領収書を提出すること。

公社は、契約書（案）及び別に定める「競争入札心得」（以下「入札心得」という。）並びに「一般競
争入札に係る低入札価格調査制度事務処理要領」、「長野県住宅供給公社の公営住宅等管理業務に係る公
共工事の前金払に関する取扱要領」を公社ホームページに掲示する。

入札に参加する資格があると確認された者は、入札執行の完了に至るまでは、(７)のくじ引きの場
合を除きいつでも、入札を辞退することができる。

入札参加者は、入札保証金等の還付を受ける場合で、現金により納付を行った場合は、入札保証金
還付請求書を提出するものとし、公社は、入札参加者から適法な請求書を受領したときはその日か
ら14日以内に入札保証金を還付する。

入札保証金等の納付は次のとおりとする。

入札参加者が過去2年間に、国、都道府県又は市町村、公社公団と、種類及び規模をほぼ同じ
くする契約を2回以上誠実に履行した、実績を有する者で、かつ、その者が契約を締結しない
こととなるおそれがないと公社が認めたとき。

入札参加者が保険会社との間に、公社を被保険者とする入札保証契約を締結し、当該保証保険
契約書を、公社に提出して確認を得たとき。

なお、国債、地方債その他の公社が確実と認める担保の提供をもって、入札保証金の納付に代えること
ができる。

　ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、これを納めないことができる。

5 / 11



13 契約の時期

14 支払条件等

  支払い条件は次によるものとする。

(１)

(２)

ア 50万円以上500万円未満　　  　１回

イ 500万円以上1,000万円未満 　  ２回

ウ 1,000万円以上3,000万円未満   ３回

エ 3,000万円以上5,000万円未満　 ４回

オ 5,000万円以上1億円未満　　　 ５回

カ

15 契約保証金の納付

16 火災保険等付保の要否

(１)

(２)

(３)

17 入札書の無効

  次に掲げる入札書は、無効とする。

(１) 公告に示した一般競争入札に参加する者に必要な資格のない者の入札した入札書

(２) 虚偽の申請を行った者の入札した入札書

(３)

(４) 入札保証金の納付義務を履行していない者の入札した入札書

(５) 同一人がした２通以上の入札書

(６) 入札参加者が協定して入札した入札書

(７) 金額を訂正し、訂正印のない入札書

(８)

(９)

(10) 誤字、脱字等により意思表示が明確でない入札書

前項の規定により保険契約を締結したときは、保険証券又はこれに代わるものの写しを速やかに公
社に提出しなければならない。

前払いは行わないものとする。

入札参加本人の氏名（法人の場合は、その名称又は商号及び代表者の氏名）及び押印のない又は判
然としない入札書

工事目的物及び工事材料等を(１)の規定による保険以外の保険に付したときは、直ちにその旨を公
社に通知しなければならない。

代理人が入札する場合は、法人の名称又は商号及び代表者の氏名（個人の場合は、本人（委任者の
氏名）、代理人であることの表示並びに当該代理人の氏名及び押印のない又は判然としない入札書

本件契約については、１０により落札者が決定した日の翌日から起算して７日以内（休日を含む。ただ
し、７日目が休日の場合は休日明けまで。）に契約しなければならない。

参加資格があると確認された者であって、確認後、参加又は指名停止の措置を受け、入札時点にお
いて参加又は指名停止中である者等入札時点において、２（１）の要件を欠いた者の入札した入札
書

1億円以上 契約金額から5,000万円を減じた額を5,000万円で除して得た数の整数部分に５を
加えた回数

落札者は工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。）等を火災保険等、建設工事保険その他保険
（これに準ずるものを含む。）に付さなければならない。

  落札者は、契約と同時に建設工事請負契約書（案）第４条の規定による保証を付さなければならない。
ただし、当初の契約金額が、100万円未満の工事については、入札心得第13(A)第2項第1号の規定により契
約保証金の納付を免除する。また、当初の契約金額が500万円未満の工事において、入札心得第13(A)第2
項第2号の規定に該当する場合は、契約保証金の納付を免除する。

部分払いを請求することができる回数は、次のとおりとする。
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(11)

(12)

18 その他

(１) 入札参加者は、入札心得を遵守しなければならない。

(２) 入札参加者は、契約書（案）を十分了知すること。

(３)

(４)

(５) 本手続きにおいて使用する通貨は日本国通貨に限る。

(６) その他詳細については、発注担当部（所）に照会のこと。

本公告に係る「申請書」「資料」「工事費内訳書」「入札書」等は、日本語で記載しなければなら
ない。

入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）等関係法
令等に違反する行為を行ってはならない。

上記(１)から(11)に掲げるもののほか、現場説明（現場説明書）及び入札心得において示した入札
条件に違反して入札した入札書

工事費内訳書の提出を求めた工事において、工事費内訳書を提出しない者が入札した入札書、又は
未記入などの不備がある工事費内訳書を提出した者が入札した入札書
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様式１

　理 事 長 　新田　恭士 　様

申 請 者

㊞

㊞

（単体申請用）

一 般 競 争 参 加 資 格 等 確 認 申 請 書

令和     年     月     日

 　 下記により公告のあった工事に係る一般競争入札に参加する資格について確認されたく、一般競争参加資格等確認資料を添えて申請します。

  なお、地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること、及び本申請に係る記載が真実と相違ないことを誓約します。

(権限を有する営業所長等が提出
する場合は当該所長の氏名)

長野県住宅供給公社

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

担 当 者 氏 名

記

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

 公　  告　  日 令和8年7月23日

 工事名 令和8年度 高山村村営住宅整備事業
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様式２

 会社名：

①「種類をほぼ同じくする」とは、入札公告による参加資格要件の業種又は、営業品目区分とする。

②「規模をほぼ同じくする」とは、契約額の概ね７０％を下限に公社が認めた額として判断したもの。

※  共同企業体の契約額については、構成比率による額を基準とする。

　　該当するものに〇

備　　考

元請（単独）・下請 ・共同企業体(JV)

共同企業体(JV)の場合：構成比率　　　　%

元請（単独）・下請 ・共同企業体(JV)元請（単独）・下請 ・共同企業体(JV)受注形態等

　入札保証金納付の免除を希望する者は、過去２年間に、国、都道府県又は市町村、公社公団と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上

  誠実に履行した実績を有する者で、その実績について２件以上記載すること。

契約金額

工事期間

共同企業体(JV)の場合：構成比率　　　　% 共同企業体(JV)の場合：構成比率　　　　%

施工実績（令和6年度、7年度）（様式２）

32　項目　　　　　　　ＮＯ 1

工
事
名
称
等

工事名

発注機関

施工場所
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様式３

 会社名：

最終学歴

工事名

従事役職

工事期間

施工場所

契約金額

工事期間

従事役職

契約金額

契約金額

発注機関

施工場所

工事名

工事名

法令による免許

発注機関

施工場所

配 置 予 定 技 術 者 の 資 格 ・ 経 験

項目・氏名

工

事

等

の

経

験

発注機関

工事期間

従事役職
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様式１

　理 事 長 　新田　恭士 　様

申 請 者 特定建設工事共同企業体の名称

代表構成員

㊞

㊞

構  成  員

㊞

一 般 競 争 参 加 資 格 等 確 認 申 請 書

令和     年     月     日

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

長 野 県 住 宅 供 給 公 社

（特定建設工事共同企業体）

記

 公　  告　  日 令和8年7月23日

 工事名 令和8年度 高山村村営住宅整備事業

(権限を有する営業所長等が提出
する場合は当該所長の氏名)

担 当 者 氏 名

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

 　 下記により公告のあった工事に係る一般競争入札に参加する資格について確認されたく、一般競争参加資格等確認資料を添えて申請します。

  なお、地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること、及び本申請に係る記載が真実と相違ないことを誓約します。

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名
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様式２

 会社名：

①「種類をほぼ同じくする」とは、入札公告による参加資格要件の業種又は、営業品目区分とする。

②「規模をほぼ同じくする」とは、契約額の概ね７０％を下限に公社が認めた額として判断したもの。

※  共同企業体の契約額については、構成比率による額を基準とする。

施工実績（令和6年度、7年度）（様式２）

　項目　　　　　　　ＮＯ 1 2 3

工
事
名
称
等

工事名

発注機関

契約金額

施工場所

受注形態等 元請（単独）・下請 ・共同企業体(JV) 元請（単独）・下請 ・共同企業体(JV) 元請（単独）・下請 ・共同企業体(JV)

　　該当するものに〇 共同企業体(JV)の場合：構成比率　　　　% 共同企業体(JV)の場合：構成比率　　　　% 共同企業体(JV)の場合：構成比率　　　　%

工事期間

備　　考

　入札保証金納付の免除を希望する者は、過去２年間に、国、都道府県又は市町村、公社公団と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上

  誠実に履行した実績を有する者で、その実績について２件以上記載すること。
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様式３

 会社名：

最終学歴

法令による免許

配 置 予 定 技 術 者 の 資 格 ・ 経 験

項目・氏名

工

事

等

の

経

験

工事名

発注機関

施工場所

工事期間

従事役職

契約金額

施工場所

契約金額

工事名

発注機関

工事名

発注機関

工事期間

従事役職

工事期間

従事役職

施工場所

契約金額
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様式４

令和8年度 高山村村営住宅整備事業

電話・ＦＡＸ

 工事名

住　　　　所

 工事箇所

 質問書提出者

長野県上高井郡高山村大字中山字大石1397番地1

質    問    書

提出日：令和     年     月     日

 発注部（所）

 公告日

長野県住宅供給公社 事業部 建築課

令和8年7月23日

担当者所属・氏名

商号又は名称

 質問内容

 回    答
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              特定建設工事共同企業体協定書（甲） 

（目的） 

第１条 当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。 

(1) 令和8年度 高山村村営住宅整備事業 発注に係る工事（以下、単に「建設工事」という。）の

請負 

(2) 前号に付帯する事業 

 

（名称） 

第２条 当共同企業体は、             特定建設工事共同企業体（以下「企業体」とい

う。）と称する。 

 

（事務所の所在地） 

第３条 当企業体は、事務所を                            に置く。 

 

（成立の時期及び解散の時期） 

第４条 当企業体は、令和  年  月  日に成立し、工事の請負契約の履行後 ６ カ月以内を経

過するまでの間は、解散することができない。 

２ 建設工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定に関わらず、当該建設工

事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。 

 

（構成員の住所及び名称） 

第５条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。 

所在地                                                   

会社名                                                   

 

所在地                                                   

会社名                                                   

 

（代表者の名称） 

第６条 当企業体は、                                                 を代表者とする。 

 

（代表者の権限） 

第７条 当企業体の代表者は、建設工事の施工に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義

上明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに請負代金の請求、受領及び当企業

体に属する財産を管理する権限を有するものとする。 
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（構成員の出資の割合） 

第８条 各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該建設工事について発注者と契約内

容の増減変更があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。 

                             ％ 

                             ％ 

２ 金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくのうえ構成員が協議して評価するものとす

る。 

 

（運営委員会） 

第９条 当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに工事の施工の基本に

関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項

について協議の上決定し、建設工事の完成に当たるものとする。 

 

（構成員の責任） 

第10条 各構成員は、建設工事の請負契約の履行及び下請契約その他の建設工事の実施に伴い当企業体

が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。 

 

（取引金融機関） 

第11条 当企業体の取引金融機関は、          とし、共同企業体の名称を冠した代表者名

義の別口預金口座によって取引するものとする。 

 

（決算） 

第12条 当企業体は、工事竣工の都度当該工事について決算するものとする。 

 

（利益金配当の割合） 

第13条 決算の結果利益を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当

するものとする。 

 

（欠損金の負担の割合） 

第14条 決算の結果欠損金を生じた場合には、第８条に規定する割合により構成員が欠損金を負担する

ものとする。 

 

（権利義務の譲渡の制限） 

第15条 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。 

 

（工事途中における構成員の脱退に関する措置） 

第16条 構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が建設工事を完成する日までは

脱退することができない。 
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２ 構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が

共同連帯して建設工事を完成する。 

３ 第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成

員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、

これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。 

４ 脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた

場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金

額を返還するものとする。 

５ 決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。 

 

（構成員の除名） 

第16条の２ 当企業体は、構成員のうちいずれかが、工事途中において重要な義務の不履行その他の除

名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を

除名することができるものとする。 

２ 前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。 

３ 第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するも

のとする。 

 

（工事途中における構成員の破産又は解散に対する処置） 

第17条 構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合においては、第16条第２項か

ら第５項までを準用するものとする。 

 

（代表者の変更） 

第17条の２ 代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合

においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいず

れかを代表者とすることができるものとする。 

 

（解散後の契約不適合責任） 

第18条 当企業体が解散した後においても、当該工事につき契約不適合があったときは、各構成員は共

同連帯してその責に任ずるものとする。 

 

（協定書に定めのない事項） 

第19条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。 

 

 

             外    者は、上記のとおり          特定建設工事共同企

業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書  通を作成し、各通に構成員が記名捺印し各自

所持するものとする。 
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 なお、１通は発注者提出用とする。 

 

    令和  年  月  日 

 

    代表者 所 在 地                         

        商   号                         

        代 表 者                        印 

 

所 在 地                         

        商   号                         

        代 表 者                        印 



長野県住宅供給公社

令和8年度　高山村村営住宅整備事業

工 事 費 内 訳 書

参考数量

　　



1. 令和8年度　高山村村営住宅整備事業

2. 長野県上高井郡高山村大字中山字大石1397番地1

3. 木造２階建て1棟6戸（長屋）

1棟6戸：建築面積147.33㎡・延床面積260.84㎡

4. 建築工事　電気設備工事　給排水設備工事　外構工事

円

円

円

消費税等相当額

工 事 費

工 事 概 要

工 事 価 格

構 造 ･ 規 模

工 事 名

工 事 場 所

　　



令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

Ⅰ 直接工事費

A 建築工事 1.0 式

B 電気設備工事 1.0 式

C 機械設備工事 1.0 式

D 外構工事 1.0 式

Ⅰ 計 直接工事費計

うち材料費 1.0 式

うち労務費 1.0 式

Ⅱ 共通費

A 共通仮設費 1.0 式

B 現場管理費 1.0 式

うち建退共制度の掛金 1.0 式

うち法定福利費事業主負担額 1.0 式

うち安全衛生経費 1.0 式

C 一般管理費 1.0 式

Ⅱ 計 共通費計

工 事 価 格 直接工事費＋共通費

Ⅲ 消費税等相当額 10% 1.0 式

工 事 費 工事原価＋消費税等相当額

総 括 表

長野県住宅供給公社 　　　    　P - 1



令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

Ⅰ 直接工事費

A 建築工事 ※1棟6戸当たりの数量

1 直接仮設工事 1.0 式

2 基礎工事 1.0 式

3 木工事 1.0 式

4 屋根・錺工事 1.0 式

5 内外装工事 1.0 式

6 建具工事 1.0 式

7 塗装工事 1.0 式

8 雑工事 1.0 式

A 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

A 建築工事

1 直接仮設工事

遣方 147.0 m2

墨出し 261.0 m2

手すり先行 くさび緊結式足場W600

外部足場 10m未満 足場板､階段共 存置120日 350.0 m2

ネット状養生シート ﾒｯｼｭｼｰﾄ 存置110日 運搬共 350.0 m2

内部足場 脚立足場 存置90日 運搬共 261.0 m2

養生 261.0 m2

整理清掃後片付け 261.0 m2

1 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

2 基礎工事
設計GL770まで

根切り 総掘り 機械 141.0 m3

床付け 総掘り 183.0 m2

埋戻し 発生土 機械 8.9 m3

砕石地業 RC-40 土間ｺﾝｸﾘｰﾄ下部 1.2 m3

鉄筋 D19 加工･組立･運搬共 74.6 ㎏

　〃 D13 加工･組立･運搬共 2,962.0 ㎏

　〃 D10 加工･組立･運搬共 555.0 ㎏

普通型枠 合板型枠 運搬共 214.0 m2

捨てコンクリート 18-18-25  打設費共 1.4 m3

基礎コンクリート 21(+3)-18-25  ﾎﾟﾝﾌﾟ打設 圧送共 42.1 m3

土間コンクリート 21(+3)-18-25  ﾎﾟﾝﾌﾟ打設 圧送共 6.1 m3

アンカーボルト 告示対応性能認定同等品  L=400 85.0 か所

丸座金 座堀用 85.0 か所

ＨＤ用アンカーボルト 告示対応性能認定同等品 L=900 14.0 本

防湿フィルム t=0.15 138.0 m2

ﾌｪﾉｰﾙﾌｫｰﾑ1種2号 t=80

基礎壁断熱 熱伝導率0.02以下､玄関､UB廻り 17.7 m2

重機回送費 ﾊﾞｯｸﾎｳ 1.0 往復

《砕石置換》 ※自沈層を撤去して砕石置換を行う

設計GL770~自沈層

掘削 総掘り 機械 134.0 m3

残土処分 構外搬出処分運搬共 266.0 m3

砕石地業・置換砕石 RC-40 基礎･耐圧版下支持層まで 218.0 m3

2 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

3 木工事
構造材

木材  通し柱 : 杉KD 特一等 46.1 m3

 その他の柱ほか:杉KD 特一等

〃  土台 : 桧KD 特一等 D1材種

 横架材 : 米松 KD

〃
造作材

〃  間柱･下地材ほか:米栂･米松 上小節

大工手間 331.0  人

手元人夫 33.1  人

床構造用合板 1F 実無し 構造用合板 t=28.0 107.0 m2

床構造用合板 2F 実付き 構造用合板 t=28.0 113.0 m2

野地板 構造用合板 t=12.0 203.0 m2

サッシ外部建具窓枠 既製枠 外部建具 内部窓枠 1.0 式

構造釘金物 補強金物､釘等 443.0  kg

鋼製火打金物 告示対応性能認定同等品 24.0 組

鋼製束 63.0 本

ホールダウン金物 告示対応性能認定同等品 15K 22.0 本

　〃 告示対応性能認定同等品 20K 1.0 本

一般用 樹脂製 t=20

基礎パッキン 有孔換気面積75.0㎠/m以上 同等品 60.0 か所

一般用ﾛﾝｸﾞ 樹脂製 t=20

気密パッキン 玄関､UB廻り 84.0 か所

接着剤 木工用ﾎﾞﾝﾄﾞ他 1.0 式

建方クレーン 1.0 式

3 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

4 屋根・錺工事

金属板立平葺き ｶﾞﾙﾊﾞﾘｳﾑ鋼板 t=0.4 203.0 m2

ｱｽﾌｧﾙﾄ ﾙｰﾌｨﾝｸﾞ 940(JIS A 6005) 203.0 m2

棟包み ｶﾞﾙﾊﾞﾘｳﾑ鋼板 t=0.4 14.9 ｍ

水切り・雨押え ｶﾞﾙﾊﾞﾘｳﾑ鋼板 t=0.4 15.5 ｍ

唐草 ｶﾞﾙﾊﾞﾘｳﾑ鋼板 t=0.4 72.6 ｍ

ｶﾞﾙﾊﾞﾘｳﾑ鋼板 t=0.4

破風鼻隠し鉄板巻き 糸幅240mm程度 72.6 ｍ

ｶﾗｰ鉄板製 t=0.27 半円120φ

軒とい 受け金物 @450 共 44.6 ｍ

ｶﾗｰ鉄板製 t=0.27 60φ

竪とい 呼び樋､受け金物 @900 共 67.3 ｍ

ｶﾗｰ鉄板製

集水器 半円120φ用 10.0 か所

竪樋配管カバー 竪樋端部取付 10.0 か所

エルボ ｶﾗｰ鉄板製 60φ 28.0 か所

L-50×50×4(亜鉛ﾒｯｷ)

雪止めアングル 受金物共 59.4 ｍ

溶融亜鉛ﾒｯｷ塗装 黒塗装品 3角形状

落雪防止ネット 受け金具(ﾒｯｷ品共) 29.7 ｍ

4 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

5 内外装工事

( 外部 )
磁器質 床用

150角タイル貼 ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ･ﾓﾙﾀﾙ下地共 14.6 m2

磁器質 階段用垂付段鼻

150角タイル貼 ﾓﾙﾀﾙ下地共 18.2 m

ｺﾝｸﾘｰﾄ金ごて仕上げ 玄関ﾎﾟｰﾁ､犬走 24.7 m2

スラグ石膏ボード 軒天 t=6.0 材工共 29.1 m2

軒天 t=6.0 材工共

　〃 有孔板 開孔率4.4%以上同等品 24.6 m2

外壁通気工法 t=15.0 塗装品､材工共

金属系ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ SP-ｶﾞﾙﾌﾞﾗｲﾄⅡ同等品 301.0 m2

同質出隅部材 短尺品 71.0 ｍ

金属継手 横継手部 積雪地用 31.9 ｍ

通気用 軒見切 金属製 専用部材 止縁共 69.0 ｍ

通気用 土台水切 金属製 防鼠付き 48.3 ｍ

t=12.0 JIS A 5905

通気ボード A級ｲﾝｼｭﾚｰｼｮﾝﾎﾞｰﾄﾞ 材工共 301.0 m2

透湿防水シート 材工共 301.0 m2

ｳﾚﾀﾝ系 ｼｰﾗｰ処理含む

シーリング ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞｼﾞｮｲﾝﾄ､ｻｯｼ廻り､水切共 145.0 ｍ

( 内部 )

 [ 床 ]
床用磁器質

150角タイル貼 ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ･ﾓﾙﾀﾙ下地共 9.4 m2

合板フロアー t=12.0 173.0 m2

クッションフロアシート t= 2.3 25.8 m2

t=9.0 1類 F☆☆☆☆

耐水ラワン合板 CFｼｰﾄ下地 1､2階共 25.8 m2

既製品巾木 H=60 228.0 ｍ

既製品框 90×150 9.1 ｍ

既製品付框 30×150 15.9 ｍ

ﾌｪﾉｰﾙﾌｫｰﾑ1種2号 t=80

床断熱材 熱伝導率0.02以下 107.0 m2

ALCﾊﾟﾈﾙt=35.0

軽量気泡ｺﾝｸﾘｰﾄﾊﾟﾈﾙ 2階 113.0 m2

t=12.0

構造用合板 2階 113.0 m2

高さ調整範囲160～248

乾式二重床 2階 104.0 m2

t=20.0 F☆☆☆☆

パーティクルボード 2階 104.0 m2
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

 [ 壁 ]
t=12.5  ｸﾛｽ下地

石膏ボード 界壁二重貼りを含む 1,262.0 m2

ビニールクロス AA級品 下地処理貼手間共 724.0 m2

不燃化粧板 ｷｯﾁﾝﾊﾟﾈﾙ t=3.0 32.0 m2

　〃　　見切縁 ｱﾙﾐ製 29.4  ｍ

ﾛｯｸｳｰﾙt=100

界壁断熱材 かさ比重0.04以上､熱伝導率0.037以下 396.0 m2

ﾛｯｸｳｰﾙt=100

壁断熱材 かさ比重0.04以上､熱伝導率0.037以下 196.0 m2

気密防湿フィルム t=0.1 気密ﾃｰﾌﾟ共 196.0 m2

t=12.0 1類 F☆☆☆☆

ラワン合板 手すり･ｴｱｺﾝ下地 23.0 m2

 [天井]
t= 9.5  ｸﾛｽ下地

石膏ボード 一般部､1Fﾀﾞｸﾄｽﾍﾟｰｽ含む 150.0 m2

t=12.5  ｸﾛｽ下地

〃 界床部 二重貼りを含む 209.0 m2

ビニールクロス AA級品 下地処理貼手間共 234.0 m2

ﾛｯｸｳｰﾙt=161

天井断熱材 かさ比重0.04以上､熱伝導率0.037以下 242.0 m2

気密防湿フィルム t=0.1 気密ﾃｰﾌﾟ共 242.0 m2

防振金具吊り 1階天井 樹脂製 113.0 m2

5 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

6 建具工事 (諸経費､運搬費含む)

外部建具

AD-1 金物･ｶﾞﾗｽ･ｱﾝｸﾞﾙ共 6.0 か所

PW-1 網戸･金物･ｶﾞﾗｽ･ｱﾝｸﾞﾙ共 6.0 か所

PW-2 網戸･金物･ｶﾞﾗｽ･ｱﾝｸﾞﾙ共 3.0 か所

告示410号適合品

アルミバルコニー 柱建て式 ﾊﾟﾈﾙ仕様ﾀｲﾌﾟ 雨樋共 3.0 か所

防水役物 窓用 JOTOｳｪｻﾞｰﾀｲﾄ同等品 1.0 式

内部建具

WD-1 建具枠､材工共 6.0 か所

WD-2 建具枠､材工共 6.0 か所

WD-3 建具枠､材工共､有効幅1,000以上 6.0 か所

WD-4 建具枠､材工共 6.0 か所

WD-5 建具枠､材工共 3.0 か所

6 計

7 塗装工事
EP B種合成樹脂

エマルションペイント塗 軒天   下地処理共 53.7 m2

日本しろあり対策協会仕様

防腐・防蟻処理 認定防腐･防蟻処理剤 147.0 m2
土壌部及び地盤より1m以下

7 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

8 雑工事

玄関収納 既製品 W740二の字型 台輪･ﾌｨﾗｰ共 6.0 か所

L=2700 溝付

長押レール MD3703-5A同等品 16.2 ｍ

75φ,ﾊﾟｲﾌﾟ共

エアコンスリーブ 内部 : 塩ﾋﾞ製､外部  :ｽﾃﾝﾚｽ製 6.0 か所

内部 : 塩ﾋﾞ製 150角

差圧式レジスター 外部  :ｽﾃﾝﾚｽ製φ150､ﾊﾟｲﾌﾟ共 6.0 か所

W=1,500 IH2口ｺﾝﾛ 吊戸棚W900

コンパクトキッチン 換気ﾌｰﾄﾞﾞW600､換気扇、天井ﾌｨﾗｰ 6.0 台

エンドパネル 流し台 袖部 6.0 枚

〃 吊戸用 袖部 6.0 枚

1216､寒冷地仕様､UB枠､手摺、換気扇

ユニットバス 1F 高断熱浴槽 3.0 式

1216､寒冷地仕様､UB枠､手摺、換気扇

〃 2F 高断熱浴槽､断熱防水ﾊﾟﾝ 3.0 式

ﾄｲﾚ

トイレ 棚板 D300×L900×t15 既製品 棚受共 6.0 か所

ﾄｲﾚ 木製手摺棚ﾀｲﾌﾟL=700

トイレ 木製手摺棚タイプ YHB63NR#EL同等品 6.0 か所

ｶｳﾝﾀｰ集成材D=450

2Fキッチン 下部収納棚 F☆☆☆☆ 3.0 か所

樹脂製棚板 2枚(900×D300)

2Fキッチン 上部可動棚 棚柱 L=1,200 2本 ･ 棚受 2ｾｯﾄ 3.0 か所

カーテンレール Wﾚｰﾙ 9.0 か所

タッセル掛け ﾋﾞｽ共 18.0 か所

階段部材 既製品 ｼｽﾃﾑ階段 3.0 式

階段システム手摺 既製品 35φ 3.0 式

物入 枕棚ﾊﾝｶﾞｰﾊﾟｲﾌﾟ 枕棚 ﾊﾝｶﾞｰﾊﾟｲﾌﾟ 既製品 6.0 か所

600×600 高気密型 寒冷地仕様

床下点検口 断熱蓋付(ｸｯｼｮﾝﾌﾛｱ用) 6.0 か所

450×450 高気密･高断熱型

天井点検口 2階ｷｯﾁﾝ 3.0 か所

ﾀﾞｲﾔﾙ錠

郵便受箱 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸCTCR2502TB同等品 6.0 か所

据置ﾀｲﾌﾟ ﾍﾞｰｽ共

宅配ボックス ﾊﾟﾅｿﾆｯｸCTNK6050RB同等品 6.0 か所

室名札 壁付 ｽﾃﾝﾚｽ製 115×210程度 ｼｰﾙ共 6.0 か所

玄関ドア戸当たり 玄関ﾎﾟｰﾁ部 ｽﾃﾝﾚｽ 6.0 か所

ドア戸当たり ﾏｸﾞﾈｯﾄﾀｲﾌﾟ 2F WD-5 3.0 か所

アルミ物干金物 壁付 縦収納型 L=550 12.0 本

室内物干 ﾎｽｸﾘｰﾝSPC-W同等品 12.0 か所

隔て板 ｱﾙﾐ製 W800*H1800 2.0 か所

8 計
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№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

Ⅰ 直接工事費

B 電気設備工事

1 幹線設備工事 1.0 式

2 電灯コンセント設備工事 1.0 式

3 弱電設備工事 1.0 式

B 計
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№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

B 電気設備工事

1 幹線設備工事

（電気幹線設備工事）

電線・ケーブル類 EM-CET60 5.0 m

〃 EM-CET14 99.2 m

〃 EM-CE5.5-3C 3.0 m

接地線 E14 1.0 m

〃 E5.5 100 m

電線管 VE16 1.0 m

防火区画貫通処理 E75 1.0 か所

〃 E63 2.0 か所

〃 E51 3.0 か所

防雨入線カバー 樹脂製 1.0 個

集合計器キャビネット
鋼板製　屋根付　W.P
8窓　WHMスペース120A 1.0 面

MCCB3P 225AF/200AT　×1
MCCB3P　50AF/30A　×6
MCCB2P　30AF/20A ×1

接地工事 ED 2.0 か所

（弱電幹線設備工事）

電線・ケーブル類 EM-EEF2.0-2C 1.0 m

電線管 PF22 14.6 m

〃 PF16 79.9 m

防火区画貫通処理 E63 1.0 か所

〃 E51 2.0 か所

〃 E39 3.0 か所

〃 E31 2.0 か所

〃 E25 4.0 か所

呼び線 ビニール被覆鉄線1.2㎜ 83.5 m

同軸ケーブル S-5C-FB 160 m

接地線 E5.5 2.0 m

電線管 VE16 2.0 m

防雨入線カバー 樹脂製 2.0 個
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№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

弱電保安器函
鋼板製　屋外用屋根付　W.P
W700L600D150　木製基板付 1.0 面
2分配器、6分配器×2

露出接地コンセント 2P15A×2　弱電保安器函内 2.0 個

接地工事 ED 1.0 か所

1 計

2 電灯コンセント設備工事

(１F住戸）

ケーブル EM-EEF 1.6mm-2C 29.8 m

　〃 EM-EEF 1.6mm-3C 56.6 m

　〃 EM-EEF 2.0mm-3C 35.3 m

　〃 EM-CE 5.5sq-3C 5.7 m

住宅分電盤
IH対応
10回路+2予備　ELB付 1.0 面

ジョイントボックス(樹脂
製) 大型 2.0 個

　〃 特大 4.0 個

スイッチボックス(樹脂製) 1個用 16.0 個

　〃 2個用 1.0 個

住宅火災警報器 煙式（光電式２種）感知器  電池式 1.0 個

埋込形スイッチ 1P15A×1　位置表示 6.0 個

　〃 1P15A×1　確認表示 1.0 個

　〃 3W 15A×1　位置表示 2.0 個

コントロールスイッチ 24時間換気 強弱 1.0 個

埋込接地コンセント 2P15A×2 6.0 個

　〃 2P15A×2+ET付 4.0 個

　〃 2P20A×1+ET（ｴｱｺﾝ用）200V 1.0 個

露出コンセント 2P15A×3 1.0 個

防水コンセント 2P15A×3+ET 2.0 個

IH用露出コンセント 2P30A　200V 1.0 個

照明器具　A ポーチ 1.0 個

 〃　　　　　B 玄関・トイレ 2.0 個

 〃　　　　　C 洗面所 1.0 個
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

 〃　　　　　D 台所 1.0 個

 〃　　　　　E 流し元灯 1.0 個

 〃　　　　　F 洋室 1.0 個

防火区画貫通処理 E19 10.0 か所

（１住戸当り）　　計

( １ F 住 戸 ） 計 3.0 戸

(2F住戸）

ケーブル EM-EEF 1.6mm-2C 29.7 m

　〃 EM-EEF 1.6mm-3C 77.1 m

　〃 EM-EEF 2.0mm-3C 41.3 m

　〃 EM-CE 5.5sq-3C 6.2 m

住宅分電盤
IH対応
10回路+2予備　ELB付 1.0 面

ジョイントボックス(樹脂
製) 大型 2.0 個

　〃 特大 5.0 個

スイッチボックス(樹脂製) 1個用 20.0 個

　〃 2個用 1.0 個

住宅火災警報器 煙式（光電式２種）感知器  電池式 2.0 個

埋込形スイッチ 1P15A×1　位置表示 6.0 個

　〃 1P15A×1　確認表示 1.0 個

　〃 3W 15A×1　位置表示 5.0 個

コントロールスイッチ 24時間換気 強弱 1.0 個

埋込接地コンセント 2P15A×2 7.0 個

　〃 2P15A×2+ET付 4.0 個

　〃 2P20A×1+ET（ｴｱｺﾝ用）200V 1.0 個

露出コンセント 2P15A×3 1.0 個

防水コンセント 2P15A×3+ET 2.0 個

IH用露出コンセント 2P30A　200V 1.0 個

照明器具　A ポーチ 1.0 個

 〃　　　　　B 玄関・トイレ・階段 3.0 個

 〃　　　　　C 洗面所 1.0 個
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

 〃　　　　　D 台所 2.0 個

 〃　　　　　E 流し元灯 1.0 個

 〃　　　　　F 洋室 1.0 個

防火区画貫通処理 E19 4.0 か所

（１住戸当り）　　計

(2F 住 戸 ） 計 3.0 戸

2 計

3 弱電設備工事

（1F住戸）

（インターホン設備工事）

テレビドアホン　　
モニター付き親機+カメラ付玄関子機　録
画再生機能共　AC100V 1.0 組

ケーブル EM-AE-0.9-2C 8.5 m

スイッチボックス(樹脂製) 1個用 2.0 個

防火区画貫通処理 E19 2.0 か所

（電話設備工事）

電線管 PF16 4.6 m

呼び線 4.9 m

通線チップ 1.0 個

（ＴＶ・情報設備工事）

同軸ケーブル S-5C-FB 8.6 ｍ

TV端子 直列ユニット　端末 2.0 個

（１住戸当り）　　計

（ 1F 住 戸 ） 計 3.0 戸

（2F住戸）

（インターホン設備工事）

テレビドアホン　　
モニター付き親機+カメラ付玄関子機　録
画再生機能共　AC100V 1.0 組

ケーブル EM-AE-0.9-2C 11.9 m

スイッチボックス(樹脂製) 1個用 2.0 個
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

防火区画貫通処理 E19 1.0 か所

（電話設備工事）

電線管 PF16 4.6 m

呼び線 4.9 m

通線チップ 1.0 個

（ＴＶ・情報設備工事）

同軸ケーブル S-5C-FB 8.6 ｍ

TV端子 直列ユニット　端末 2.0 個

（１住戸当り）　　計

（ 2F 住 戸 ） 計 3.0 戸

3 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

Ⅰ 直接工事費

C 機械設備工事

1 衛生器具設備工事 1.0 式

2 給水設備工事 1.0 式

3 給湯設備工事 1.0 式

4 排水設備工事 1.0 式

5 換気・空調設備工事 1.0 式

6 ガス設備工事 1.0 式

C 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

C 機械設備工事

1 衛生器具設備工事

洋風大便器
C1200Ｓ　手洗付密結タンク　温水洗浄便
座　紙巻器共　掃除口付き 1.0 組

洗面化粧台　　
750型　節湯混合水栓シングルレバー化
粧ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ共　寒冷地仕様 1.0 台

タオル掛け 430L 　　SUS 1.0 個

台所用混合水栓 シングルレバー　寒冷地仕様 1.0 個

洗濯機用水栓 緊急止水弁付　寒冷地仕様 1.0 個

洗濯排水金物 トラップ付き　50A 1.0 個

（１住戸当り）　　計

1 計 6.0 戸

2 給水設備工事

（屋外給水設備）

水道用ポリエチレン管 P.P40  （軟質） 28.1 ｍ

　〃 P.P30  （軟質） 1.3 ｍ

　〃 P.P25  （軟質） 7.6 ｍ

　〃 P.P20  （軟質） 6.8 ｍ

同上継手類一式 40A、30A、25A、20A 1.0 式

仕切弁 水道用仕切弁40A　10k 1.0 個

　〃 20A　10k 6.0 個

止水栓筐 B5　　H600 1.0 個

逆止弁 20A 6.0 個

不凍栓 20A×600L 6.0 本

不凍栓ボックス 150φ塩ビ製、砕石共 6.0 か所

量水器ボックス 塩ビ 6.0 か所

管埋設費 40Ａ　　GL-600 28.1 ｍ

　〃 30Ａ　　GL-600 1.3 ｍ

　〃 25Ａ　　GL-600 7.6 ｍ

　〃 20Ａ　　GL-600 6.8 ｍ

（屋外給水設備）　計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

（給水本管分岐）

アスファルトカッター 仮舗装+本復旧 14.8 m

アスファルト舗装壊し 機械（破砕、集積）　1.8㎡で15cmとして2回 0.5 ｍ3

アスファルト積込 機械　30㎝以下 0.8 t

アスファルト運搬 0.8 t

アスファルト処分 再生　30㎝以下 0.8 t

根切り 機械 1.8㎡×1.5m 2.7 ｍ3

　〃 人力 0.2 ｍ3

埋戻し 2.0 ｍ3

残土処理 構内敷均し 0.9 ｍ3

アスファルト舗装 15cm　砕石50cm 1.8 ｍ2

不断水分岐 サドル分水栓　75×40 1.0 か所

（給水本管分岐）　計

（屋内給水設備）

（1F住戸）

ﾋｰﾀｰｶﾞｲﾄﾞ付ﾎﾟﾘﾌﾞﾃﾝ管 16　保温付 2.8 ｍ

　〃 13　保温付 20.6 ｍ

給水ヘッダー 16×13×6口　　保温材、架台共 1.0 式

継手類一式 13 1.0 式

ガイド用ﾋｰﾀｰ 4.0m 1.0 本

　〃 3.0m 1.0 本

　〃 2.5m 2.0 本

　〃 2.0m 1.0 本

　〃 1.5m 2.0 本

（１住戸当り）　　計

（ 1F 住 戸 ） 計 3.0 戸

（2F住戸）

ﾋｰﾀｰｶﾞｲﾄﾞ付ﾎﾟﾘﾌﾞﾃﾝ管 16　保温付 6.1 ｍ

　〃 13　保温付 17.6 ｍ
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

給水ヘッダー 16×13×6口　　保温材、架台共 1.0 式

継手類一式 13 1.0 式

ガイド用ﾋｰﾀｰ 6.0m 1.0 本

　〃 3.5m 1.0 本

　〃 3.0m 1.0 本

　〃 2.5m 1.0 本

　〃 2.0m 1.0 本

　〃 1.5m 1.0 本

保温工事 ｽﾃﾝﾚｽﾗｯｷﾝｸﾞ　20A 3.4 ｍ

（１住戸当り）　　計

（ 2F 住 戸 ） 計 3.0 戸

（屋内給水設備）　計

2 計

3 給湯設備工事

（1F住戸）

潜熱回収型ガス給湯器
屋外壁掛型　給湯専用　20号　ｵｰﾄｽﾄｯﾌﾟ
側方排気アダプタ　リモコン（配線共）共 1.0 台

ﾋｰﾀｰｶﾞｲﾄﾞ付ﾎﾟﾘﾌﾞﾃﾝ管 16　保温付 3.8 ｍ

　〃 13　保温付 10.8 ｍ

継手類一式 13 1.0 式

給湯ヘッダー 3口　　保温付 1.0 個

ガイド用ヒーター 4.0m 2.0 本

　〃 3.0m 1.0 本

　〃 1.0m 1.0 本

（１住戸当り）　　計

（ 1F 住 戸 ） 計 3.0 戸

（2F住戸）

潜熱回収型ガス給湯器
屋外壁掛型　給湯専用　20号　ｵｰﾄｽﾄｯﾌﾟ
側方排気アダプタ　リモコン（配線共）共 1.0 台

ﾋｰﾀｰｶﾞｲﾄﾞ付ﾎﾟﾘﾌﾞﾃﾝ管 16　保温付 7.0 ｍ
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

　〃 13　保温付 11.0 ｍ

継手類一式 13 1.0 式

給湯ヘッダー 3口　　保温付 1.0 個

ガイド用ヒーター 6.0m 1.0 本

　〃 4.0m 1.0 本

　〃 3.0m 1.0 本

　〃 1.0m 1.0 本

保温工事 ｽﾃﾝﾚｽﾗｯｷﾝｸﾞ　20A 4.0 ｍ

（１住戸当り）　　計

（ 2F 住 戸 ） 計 3.0 戸

3 計

4 排水設備工事

（屋外排水設備）

硬質塩化ビニル管 VP　　100φ 51.1 ｍ

　〃 VP　　75φ 14.8 ｍ

塩ビ製小口径桝 N0.1  MB-S+KT 塩ビ製フタ  H501～800 1.0 組

　〃 N0.2  45YS　塩ビ製フタ　 H501～800 1.0 組

　〃 N0.3　MB-S+ST 塩ビ製フタ  H501～800 1.0 組

　〃 N0.4  45YS　塩ビ製フタ　 H501～800 1.0 組

　〃 N0.5  MB-S+ST 塩ビ製フタ  H501～800 1.0 組

　〃 N0.6  45YS　塩ビ製フタ　 H501～800 1.0 組

　〃 N0.7  MB-S+ST 塩ビ製フタ  H501～800 1.0 組

　〃 N0.8   45YS　塩ビ製フタ　 H501～800 1.0 組

　〃 N0.9 WLS　塩ビ製フタ　 H501～800 1.0 組

　〃 N0.10　MB-S+ST 塩ビ製フタ  H501～800 1.0 組

　〃 N0.11  45YS　塩ビ製フタ　 H501～800 1.0 組

　〃 N0.12　MB-S+ST 塩ビ製フタ  H501～800 1.0 組

　〃 N0.13  90L　塩ビ製フタ　 H501～800 1.0 組

　〃 N0.14  ST　鋳鉄製フタ　H801～1200 1.0 組

　〃 N0.15  ST　鋳鉄製フタ　H801～1200 1.0 組
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

管埋設費 100φ GL-500～1020 48.1 ｍ

　〃 75φ　GL-500 11.8 ｍ

既設公設桝接続費 1.0 ヶ所

（屋外排水設備）　計

（屋内排水設備）

（1F住戸）

硬質ポリ塩化ビニル管 VP　　100φ 1.4 ｍ

　〃 VP　　75φ 4.8 ｍ

　〃 VP　　50φ 1.4 ｍ

耐熱性硬質ポリ塩化ビニル管 HTVP　　50φ 2.9 ｍ

（１住戸当り）　　計

（ 1F 住 戸 ） 計 3.0 戸

（2F住戸）

硬質ポリ塩化ビニル管 VP　　100φ 5.3 ｍ

　〃 VP　　75φ 8.4 ｍ

　〃 VP　　50φ 2.4 ｍ

耐熱性硬質ポリ塩化ビニル管 HTVP　　50φ 3.1 ｍ

ドルゴ通気弁 屋外設置用　100A 1.0 個

　〃 屋外設置用　75A 1.0 個

保温工事 ｽﾃﾝﾚｽﾗｯｷﾝｸﾞ　100A 4.0 ｍ

保温工事 ｽﾃﾝﾚｽﾗｯｷﾝｸﾞ　75A 4.0 ｍ

（１住戸当り）　　計

（ 2F 住 戸 ） 計 3.0 戸

（屋内排水設備）　計

4 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

5 換気・空調設備工事

（1F住戸）

便所換気扇
パイプファン　100φ　24時間換気機能付
き 1.0 台

アルミ製丸型フード 100φ 3.0 個

アルミ製深型フード 150φ 1.0 個

硬質塩化ビニル管 VP100φ 0.3 ｍ

スパイラルダクト 100φ 4.3 ｍ

スパイラルダクト 150φ 4.5 ｍ

断熱工事 100φ　　RW25 4.3 ｍ

　　　　〃 150φ　　RW25 4.5 ｍ

ルームエアコン
寒冷地仕様　性能評価区分（い）
単相200V　冷房能力：4.0kW 1.0 組

冷媒用被覆銅管 ペアコイル　φ6.35,φ9.52 3.4 ｍ

エアコン配管化粧カバー 100型 3.4 ｍ

（１住戸当り）　　計

（ 1F 住 戸 ） 計 3.0 戸

（2F住戸）

便所換気扇
パイプファン　100φ　24時間換気機能付
き 1.0 台

アルミ製丸型フード 100φ 3.0 個

アルミ製深型フード 150φ 1.0 個

硬質塩化ビニル管 VP100φ 0.3 ｍ

スパイラルダクト 100φ 4.3 ｍ

スパイラルダクト 150φ 2.8 ｍ

断熱工事 100φ　　RW25 4.3 ｍ

　　　　〃 150φ　　RW25 2.8 ｍ

ルームエアコン
寒冷地仕様　性能評価区分（い）
単相200V　冷房能力：4.0kW 1.0 組

冷媒用被覆銅管 ペアコイル　φ6.35,φ9.52 3.4 ｍ

エアコン配管化粧カバー 100型 3.4 ｍ

（１住戸当り）　　計

（ 2F 住 戸 ） 計 3.0 戸

5 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

6 ガス設備工事

ポリエチレン被覆鋼管 25A 20.1 ｍ

ガス用ポリエチレン管 25A 48.2 ｍ

同上継手類 25A 1.0 式

管埋設費 25A GL-400 45.0 ｍ

6 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

Ⅰ 直接工事費

D 外構工事

1 除却工事 1.0 式

2 敷地整備工事 1.0 式

3 場内整備工事 1.0 式

4 外部ユニット等設置工事 1.0 式

D 計
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令和8年度　高山村村営住宅整備事業

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

D 外構工事

1 除却工事

撤去工 （撤去工）

既存アスファルト撤去 ｱｽﾌｧﾙﾄｶｯﾀｰ 物置新設部 t=50 18.5 ｍ

既存地先境界撤去 8.2 m

既存植栽撤去 低木 2.0 本

既存防草シート撤去 既存砕石部 394.0 m2

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊､ﾓﾙﾀﾙ､CB類

解体材分別・集積・積込 機械併用 30㎝以下 0.5 ｔ

樹木

〃 機械 0.1 ｔ

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

〃 人力 0.1 ｔ

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊､ﾓﾙﾀﾙ､CB類

解体材運搬費 10t積み 10km 0.5 ｔ

樹木

〃 2t･4t積み 10km 0.1 ｔ

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

〃 2t･4t積み 30km 0.1 ｔ

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊､ﾓﾙﾀﾙ､CB類

解体材処分費 再生 0.5 ｔ

樹木

〃 再生 0.1 ｔ

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

〃 安定型処分 0.1 ｔ

1 計

2 敷地整備工事

土工 （敷地整備工事）

鋤取り・掘削 舗装､物置部､積込含む 62.8 ｍ3

埋戻し 発生土 均し含む 11.7 ｍ3

残土処理 構外搬出処分運搬共 51.1 ｍ3

土工機械運搬 ﾊﾞｯｸﾎｳ 1台 1.0 往復

舗装工 （団地内通路整備工事）
表層:再生密粒度ｱｽｺﾝ t=50

アスファルト舗装 上層路盤:粒調砕石 M-40 t=150 65.0 ｍ2

下層路盤:再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝRC-40 t=200

路床整地､敷均し､締固め共

付属物 地先境界ブロックＡ型 120×120×L600 片面取 35.4 m

2 計
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№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

3 場内整備工事
コンクリート製 材工共  区画番号ｼｰﾙ貼付

車止めブロック(一般型) L=600､接着剤･ｱﾝｶｰﾋﾟﾝ併用固定 12.0 か所

駐車場 溶融式手動

白線引き 実線15cm 200m未満 70.0 m

300×300 ｺﾝｸﾘｰﾄ蓋共

排水 雨水桝 根切･埋戻し･捨てｺﾝ･砕石地業含む 10.0 か所

犬走部

雨水配管 VU100 材工共 2.4 m

5号砕石上敷き厚 t=50

その他 砂利敷き 下敷き厚 t=60 151.0 m2

ｻﾞﾊﾞｰﾝ350G同等品

防草シート敷設 固定ﾋﾟﾝ材工共 151.0 m2

3 計

4 外部ユニット等設置工事

外物置工事（6連棟タイプ）
950×1530×6連棟

本体 FD-0915L豪雪型 同等品 1.0 基

組立費 1.0 式

捨てコンクリート 18-18-25  打設費共 0.5 m3

砕石 RC-40 1.1 ｍ3

ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ､鉄筋､金物

金物 運搬･加工共 1.0 式

型枠 合板型枠 運搬共 21.1 ｍ２

基礎コンクリート 18(+3)-18-25 打設費共 1.8 ｍ3

番号プレート ｱﾙﾐ 黒文字 20×40 6.0 枚

4 計
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№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

Ⅱ 共  通  費

Ａ 共  通  仮  設  費

（率仮設費）

準     備     費 1.0 式

仮 設 建 物 費 1.0 式

工 事 施 設 費  1.0 式

環 境 安 全 費  1.0 式

動力用水光熱費 1.0 式

屋外整理清掃費  1.0 式

機 械 器 具 費 1.0 式

情報システム費 1.0 式

そ     の     他 1.0 式

率 仮 設 費 計

（積上げ仮設費）

平板載荷試験 1か所　砕石置換部 1.0 式

キャスターゲート 幅6.0ｍ×H1.8　180日 1.0 か所

仮囲い 工事範囲外周　成形鋼板　H2.0　180日 45.3 ｍ

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ　測定ﾊﾞｯｼﾞ

化学物質室内濃度測定 １住戸２室 4.0 室

VOC　測定ﾊﾞｯｼﾞ

　　　　　〃 １住戸２室 4.0 室

積上げ仮設費計

A 計 率仮設費＋積上げ仮設費
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現 場 説 明 書 

 

長野県住宅供給公社 

１ 総則 

⑴ 本現場説明書は、「公共住宅建設工事共通仕様書」及び「公共建築工事標準仕様書」に定める

施工条件に関する特記事項として適用すること。 

⑵ 本工事は、別冊設計図書、特記仕様書、現場説明書、質問回答書及び監督員の指示に基づき施

工すること。 

⑶ 設計図書に明示されていない事項であっても、工事完成に必要な軽微な事項については、受注

者の責任において施工すること。 

⑷ 受注者は、関係法令、条例及び関係機関の指導等を遵守し、適正に施工すること。 

 

２ 工程関係 

⑴ 施工時間 

ア 作業時間は、原則として午前８時から午後５時までとすること。 

イ 早朝、夜間及び休日に騒音・振動を伴う作業を行わないこと。ただし、工程上やむを得ず実

施する場合は、あらかじめ監督員の承諾を受けること。 

ウ 資材搬入、搬出及び工事車両の出入りについては、周辺交通、居住者、施設利用者等に配慮

した時間帯とすること。 

⑵ 多様な働き方 

ア 本工事は、労働基準法の時間外労働規制を踏まえ、週休２日を前提として工期を設定してい

る。受注者は、施工条件等を踏まえ、以下の（ア）～（ウ）のいずれかを満たすよう努めること。ただ

し、（ア）～（ウ）によることが困難な場合は、施工期間、施工時間等について監督員と協議すること。 

（ア） 対象期間の全ての週において、原則として土曜日及び日曜日を現場閉所日とし週ごとに２

日以上の現場閉所を行うこと。 

（イ） 対象期間の全ての月ごとに現場閉所率 28.5％（８日／28日）以上となるよう努めること。 

（ウ） 対象期間全体において現場閉所率 28.5％以上となるよう努めること。 

イ 共通事項は次によること。 

（ア） 「「対象期間」とは、工事着手日から工事完成日までの期間をいう。ただし、年末年始休暇、

夏季休暇、工場製作期間、工事一時中止期間その他発注者が対象外と認めた期間は含まない。 

（イ） 「「現場閉所」とは、巡回パトロール等現場管理上必要な作業を除き、現場事務所作業を含

めて終日現場作業を行わない状態をいう。 

（ウ） 降雨、降雪、猛暑等により終日現場作業を実施できない場合についても、現場閉所として

取り扱うことができる。 

ウ 受注者は、工事着手前に現場閉所予定日を記載した実施工程表を監督員に提出し、承諾を受

けること。 

エ 工程変更が生じた場合は、その都度修正工程表を監督員に提出し、承諾を受けること。 

⑶ 関連工事 

ア 本工事に関連する別途発注工事及び近接工事がある場合は、受注者間で工程調整を行い、円
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滑な施工に努めること。 

 

３ 安全対策及び近隣対応関係 

⑴ 安全管理 

ア 受注者は、工事期間中、工事災害、公害及び事故防止に努めるとともに、下請業者を含め安

全管理を徹底すること。 

イ 現場内外の安全対策については、関係法令に基づき適切に実施すること。 

⑵ 近隣対応 

ア 受注者は、居住者、施設利用者及び近隣住民に対し、工事内容、施工期間、騒音作業予定等

について必要な周知を行い、理解と協力を得るよう努めること。 

イ 居住中又は施設運営中の施工がある場合には、原則として関係者の立会いのもとに実施し、

居住者、施設利用者等の安全及び生活環境に十分配慮すること。 

ウ 執務並行又は居住並行による施工となる場合は、作業時間、騒音作業日、搬入動線、養生範

囲等について、監督員と協議すること。 

エ 工事に伴う騒音、振動、粉じん、臭気、資材片飛散等による被害を防止するため、必要な措

置を講じること。 

オ 工事用車両については、道路関係法令を遵守し、周辺交通及び歩行者の安全確保に努めるこ

と。 

カ 工事に伴う苦情、事故又は紛争が発生した場合は、速やかに監督員へ報告し、受注者の責任

において適切に対応すること。 

⑶ 交通誘導及び安全施設 

ア 工事内容に応じ、必要な交通誘導警備員、保安施設、養生等を設置すること。 

イ 交通誘導業務を委託する場合は、警備業法に基づく認定業者とすること。 

⑷ 近隣家屋調査 

ア 監督員が必要と認めた場合は、着工前に近隣家屋等の現況調査を行い、写真その他記録を提

出すること。 

 

４ 仮設及び工事用設備関係 

⑴ 仮設物 

ア 受注者は、工事内容に応じ必要な仮囲い、仮設間仕切り、その他仮設物を設置し、適切に維

持管理を行うこと。 

イ 仮設物の仕様、設置位置及び設置期間については、施工計画書に明記し、監督員の承諾を受

けること。また、指定仮設がある場合にはその指示に従うこと。 

ウ 共用部分の使用制限、エレベーター、駐車場の使用等については、施設管理者等と調整を行

うこと。 

⑵ 工事用電力等 

ア 工事用電力、用水、通信設備等については、受注者の負担により関係機関と協議のうえ使用

すること。 

イ 分離発注工事がある場合は、建築主体工事受注者が関係受注者間の調整を行うこと。 

⑶ 監督員事務所等 
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ア 監督員事務所を設置する場合は、規模、備品及び設置場所について監督員と協議すること。 

イ 必要に応じ、監督員、居住者及び施設利用者用駐車場を確保すること。 

⑷ 工事用道路 

ア 工事用道路は、道路管理者等と協議のうえ使用すること。 

イ 工事用道路の維持管理は受注者の責任において行い、損傷等が生じた場合は速やかに復旧

すること。 

 

５ 施工関係 

⑴ 施工計画書 

ア 受注者は、工事着手前に施工計画書を提出し、監督員の承諾を受けること。 

イ 施工計画書には、工程、安全管理、仮設計画、施工方法、品質管理、建設副産物処理計画等

を記載すること。 

⑵ 品質管理 

ア 受注者は、自主検査を実施し、必要に応じ監督員の立会検査を受けること。 

イ 配筋、躯体、防水、隠蔽部、その他重要工程等については、監督員の確認を受けた後、次工

程へ進むこと。 

ウ 施工図、試作品、モックアップ等について監督員の指示がある場合は、これを作成し、監督

員の承諾を受けること。 

エ 解体撤去を行う工事において、設計図書に示されていない隠蔽部の不具合、アスベスト等が

確認された場合は、速やかに監督員へ報告し、協議すること。 

 

６ 建設副産物関係 

⑴ 建設副産物の処理については、関係法令及び「建設副産物適正処理推進要綱」等を遵守するこ

と。 

⑵ 施工計画書、実施報告書等について、監督員の指示により提出すること。なお、産業廃棄物、

特別管理産業廃棄物の処理を委託した場合は、これを証する資料（マニフェストＡ票、Ｂ２票、

Ｄ票及びＥ票）を常備・保管すること。 

⑶ 再生資源利用促進計画等の作成対象工事にあっては、必要書類を提出し、適切に実施すること。 

 

７ 保険関係 

⑴ 受注者は、建設工事請負契約書第 56 条の規定に基づき、工事目的物、工事材料（支給材料を

含む。）及び仮設物等について、火災保険、建設工事保険その他必要な保険に加入すること。 

⑵ 受注者は、工事期間中における労働災害及び第三者への損害等に備え、法定外労災補償保険そ

の他必要に応じた保険に加入すること。 

⑶ 保険期間は、原則として契約日から引渡し完了日までとし、保険金額は請負金額以上を基本と

する。なお、請負契約金額の変更があった場合は、速やかに変更手続きを行うものとする。 

⑷ 受注者は、保険契約を締結したときは、保険証券又はこれに代わるものの写しを速やかに監督

員へ提出すること。なお、年間契約等により包括的に加入している建設工事保険については、当

該工事が保険対象であることを証する保険付保証明書その他これに類する書類を提出すること。 
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８ 情報共有・業務効率化 

⑴ 受発注者は、円滑かつ効率的な工事執行に努め、適切な工程管理及び情報共有を行うこと。 

⑵ 協議、提出書類等については、速やかな対応に努めること。 

 

９ 工事写真 

⑴ 工事写真は、工事着手前、施工中、完成時及び監督員が必要と認める箇所について撮影するこ

と。 

⑵ 隠蔽部分その他後日確認が困難となる箇所については、重点的に撮影すること。 

⑶ 工事写真は、工事名称、撮影内容、撮影日等を整理のうえ提出すること。 

⑷ 完成写真は、表紙に工事名称、工期及び受注者名を記載した黒表紙金文字入りアルバムに整理

し２部(事業主体用１部、公社用１部)提出するとともに、電子データを提出すること。 

 

10 その他 

⑴ 設計図書に関する疑義が生じた場合は、監督員と協議すること。 

⑵ 本現場説明書に定めのない事項については、「公共住宅建設工事共通仕様書」、「公共建築工事

標準仕様書」、関係法令等によること。 

⑶ 計画通知（確認申請）、住宅性能評価、各種申請等に係る手続きについて必要な協力を行うこ

と。 

⑷ 工事表示板その他法令等に基づく掲示物を設置すること。 

⑸ 電子データは、施工図、完成図、完成写真その他監督員が指示する資料をＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ

－Ｒに保存し、２部（事業主体用１部、公社用１部）提出すること。なお、媒体のラベル面には、

工事名称、契約工期、受注者名及びウイルスチェックに関する情報を記載すること。 

 

11 住宅瑕疵担保責任保険への加入 

⑴ 特定住宅瑕疵担保責任履行の確保を図るため、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関す

る法律」に基づき、住宅瑕疵担保責任保険への加入又は保証金の供託その他必要な手続きを行うこ

と。 

ア 契約締結時に、保険加入予定報告（届出書１－１）又は保証金供託報告（届出書２）を提出

すること。 

イ 保険加入を選択した場合は、保険申込後速やかに、保険加入報告（届出書１－２）及び申込

みを証する書面を提出すること。 

ウ 引渡し時には、保険付保証明書を提出すること。 

エ 工事完成後に発注者が転売を予定する物件については、転売特約に関する手続きを行うこ

と。 

オ これらに要する費用は、全て受注者の負担とすること。 
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11 特記事項 

⑴ 特記事項は、以下のとおりとすること。 
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届出書 1-1 

 

令和  年  月  日 

長野県住宅供給公社 

理事長         様 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名          ㊞ 

 

 

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する届出書 

（保険加入予定報告） 

 

 

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成 19 年法律第 66号）に基づく瑕疵担保責

任の履行の確保の方法について、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

１ 工 事 名 称  

 

２ 工 事 場 所  

 

３ 工 期 令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

 

４ 履行確保の方法 住宅建設瑕疵担保責任保険に加入する。 

保険加入申込み予定日 令和  年  月  日頃 

 

 

 

 

 

※１ 本届出書は、住宅建設瑕疵担保責任保険に加入する予定の場合、契約締結時に提出すること。なお、契約締結

時に既に保険申込み手続きが完了している場合は、本届出書の提出を省略し、「届出書 1-2」に保険会社が発行す

る「保険契約申込受理証」を添付して提出すること。 

※２ 本届出書の提出後、保険申込みが完了した場合は、速やかに「届出書 1-2」に保険会社が発行する「保険契約

申込受理証」を添付して提出すること。 
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届出書 1-2 

 

令和  年  月  日 

長野県住宅供給公社 

理事長         様 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名          ㊞ 

 

 

住宅建設瑕疵担保責任保険に関する届出書 

（保険加入報告） 

 

 

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成 19 年法律第 66号）に基づく瑕疵担保責

任の履行の確保について、下記のとおり住宅建設瑕疵担保責任保険に申込みしましたので報告しま

す。 

 

 

記 

 

１ 工 事 名 称  

 

２ 工 事 場 所  

 

３ 工 期 令和  年  月  日から 令和  年  月 日まで 

 

４ 保険申込年月日 令和  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 本届出書は、保険申込み手続きの完了後、速やかに保険会社が発行する「保険契約申込受理証」を添付して提出

すること。 
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令和  年  月  日 

長野県住宅供給公社 

理事長         様 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名           ㊞ 

 

 

住宅建設瑕疵担保保証金を供託する供託所の所在地等に関する届出書 

（保証金供託報告） 

 

 

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成 19 年法律第 66 号）第 10 条の規定によ

り、下記とおり報告します。 

 

 

記 

 

１ 工 事 名 称  

 

２ 工 事 場 所  

 

３ 工 期 令和  年  月  日から 令和  年  月  日まで 

 

４ 供託所の名称  

 

５ 供託所の所在地  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 本届出書は、住宅建設瑕疵担保保証金を供託する場合、契約締結時に提出すること。 


